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☆中小企業における知財マネジメントの基本⑩
　中小企業経営者における海外展開と知的財産の留意点 ⑴

はじめに
　わが国の経済環境はグローバル化と少子高齢化、
成熟した国内需要は成長の限界に近く、海外の市場
を求めて事業を展開している。こうした先行き不透
明で景気が悪い時、このような厳しい環境を切り抜
けるためにも、新たなビジネスチャンス獲得のため

に事業の海外展開を計画する中小企業が年々増加傾
向にある。
　中小企業が海外に事業展開するに際して、知的財
産に関して、どのように注意すべきかを、知的財産
の枠組み・権利化、その活用、知財リスクへの対応、
ライセンス契約、模倣品対策等々の面から、法的側
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面を含めて、必要な海外事情を理解し、予め心得て
おくべき基本的事項を検討する。

１．中小企業が海外に進出と展開、事業を展
開するための知的財産面での留意

１）中小企業が海外に進出する目的

わが国の中小企業が海外展開を行うロジカル
な理由が２つ考えられる。国内市場については、
2015年から人口減少に転じ、人口・世帯数の減少
による一般消費財に対する需要の縮小、世帯数の
減少による住宅および自動車等の耐久消費財市場
の縮小傾向によって、規模の面から今後の経済成
長を見込むことは難しい状況といえる。特に、国
内市場の縮小はITによるAI化、フィンテック革
命、ビッグデータや人工知能（AI） による「第４
次産業革命」と最新のバイオテクノロジーの融合
により、健康・医療から、工業、エネルギー、農
業まで起きる大きなパラダイムシフトといえそう
である。こうした大きな環境変化の局面を迎え、
今後、経済成長の市場は海外需要へ進出する流れ
へとなっている。

日本企業が海外へ進出する目的は２つある。日
系企業の進出拠点が多く、加速している国は、１
位中国、２位アメリカ、３位インドの順となって
いる。次に、日系企業の進出が促進されている国
は、１位カンボジア、２位メキシコ、３位ミャン
マーがあげられる。日系企業が海外進出する理由
は、①「自社商品及びサービスの開発なども販売
する市場として進出する」、②「自社の商品およ
びサービスの生産代替先を移転するために進出す
る」という二つのケースが考えられる。海外進出
する理由①は、さらなる販売マーケットをアメリ
カ、ドイツに進出を求めた、海外進出する理由②
は、安価な労働力を求めた進出国としてインドネ
シア、タイ、ベトナムやフィリピンがあげられる。
１位の中国は、世界第１位の13億人強の人口およ
び豊富で安価な労働力を持ち、過去には「世界の
工場」として位置づけられていた。さらに、世界
第２位のGDP（39兆7,983億円）としての「世界最
大の市場」を保持するという二つの側面を備えて
いる。つまり日系企業にとっては、「自社商品の
市場」および「自社商品の生産代替先」としての

両面から非常に魅力ある進出国といえる。次いで、
２位のアメリカは、トヨタ、ホンダなどの自動車
メーカー、パナソニック、ソニーなどの家電メー
カーをはじめ、様々な業種・業態の日系企業が「自
社商品・サービスの市場」として事業展開し、「現
地ユーザーを対象とした生産拠点」として現地に
進出している。次いで、世界３番目となるアメリ
カは人口３億2,000万人を擁し、IMFの予測によ
ると2020年の名目GDPランキングではトップ、購
買力平価GDPの順位では、2014年には中国に抜か
れても、2020年の予測では２位を維持する見込み
とある。つまり、日系企業にとってアメリカの存
在は、なおも成長を続ける世界最大のグローバル
マーケットとして、圧倒的な購買力を持つ巨大市
場といえる。次に、３位のインドは、2016年の全
面比率は＋6.4％であったが、2015年には＋11.2％、
2014年には＋54.6％という、驚異的な増加率を
誇ってきた。日本企業は国内市場の縮小に直面し
ており、成長著しい海外市場は、今後もさらに魅
力的な進出市場となっていくと考えられる。また
インドは人口面でも現在13億人から2030年には15
億人に到達、さらに2050年には17億人に達すると
の見方もある。2040年まで続く人口増加に裏打ち
された豊富な若年層労働力を背景に、世界有数
の“IT大国”としての優位な経済成長の側面を持
ち、事業に関する人件費も、日本国内と比べて約
８割節減できるともいわれている。日系企業の進
出拠点が多いカンボジア・メキシコ・ミャンマー
については、2016年の前年比＋20.5％となったカ
ンボジアへの進出では、スズキやヤマハによる自
動二輪車の生産拠点を置き、さらに、イオンによ
るショッピングモールや飲食店の進出も活発化し
ている。多くの日系企業が進出するタイ・ベトナ
ムの間に位置し、両国よりも安い人件費から、「タ
イ・プラスワン」「ベトナム・プラスワン」と位置
づけられており注目も高い。

2008年以降、メキシコは日系企業の拠点数が大
幅に増加し、日系企業にとっての「巨大な国内市
場」であるアメリカへの輸出拠点としての役割を
担っている。2021年には、トヨタとマツダが共同
で稼働させる年産30万台規模の新工場の設立も予
定されている。2015年の＋33.6％という驚異の前


